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製品開発に関する調査2014 57

1 　研究の背景と目的

　本研究は，日本企業の研究開発，製品開発から
市場における製品のパフォーマンスに至る総合的
なデータを蓄積し，その変化の動向を把握するこ
とを目的としている。このため，2006年のパイ
ロット調査を経て，2007年から継続調査を行って
きた。研究開発，製品開発，二つの調査を行って
いるが，本稿で紹介する製品開発調査では，マー
ケティング・リサーチや開発ツールの利用実態と
あわせて，Clark and Fujimoto （1991），藤本，安
本（2000），川上（2005）などの研究で指摘され
た日本企業の開発プロセスについての特徴も含ん
でいる。また，近年は，企業内での製品開発だけ

ではなく，ユーザーからのイノベーション（von 

Hippel 1988，2005），企業外部のサプライヤー，
取引先，大学などからの知識を利用したオープ
ン・イノベーション（Chesbrough 2003，2006; 
Chesbrough et al. 2006），さらには消費者を巻き
込んだ「共進化マーケティング」（濱岡 2002，
2004，2007）といった，よりオープンな製品開発
が注目されている。本調査は，これらの項目を含
んでいることも特徴である。昨年までの調査に
よって，20％程度の企業がユーザー・イノベー
ションを認知していることが明らかとなった（濱
岡 2010a，b，2011a，2012a，2013a）。
　2007年から2013年のトレンドが有意となったの
は，27項目であった。変化した項目からは，「自
社の技術的な強みの低下」「ユーザーとの関係の
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変化」「開発プロセスでの情報収集活動の低下」
「製品の複雑化」などの問題が重要化しているこ
とがわかった。
　本稿では，2007年から2014年までのトレンド分
析の結果を紹介した後，単純集計の結果をまとめ
る。同時に行った「研究開発についての調査」の
結果については，郷，濱岡（2015）を参照された
い。

2　調査の概要

1）　調査方法
　本研究では2007年以降，以下のサンプリング方
法で調査を行ってきた。つまり，上場製造業につ
いて，ダイヤモンド社の会社職員録より，（1）「商
品企画」など部署がある企業を選び，その長を選
ぶ。（2）商品企画などの部署がない企業について
は，広報部，管理部門など製品開発に関連があり
そうな部署の長を選ぶ。（3）製品開発調査は研究
開発調査と比べて回答率が低いため，上記で選ば
れていない企業については，昨年および一昨年の
送付先のうち重複しない企業を加えた

1 ）
。その結果，

744社に送付した（表 1）。調査時期については昨
年度同様11月中旬～翌 1月上旬までとした

2 ）
。最終

的に112名（社）からの回答が得られ，回答率は
15.1％となった（表 1）。

2）　調査項目
　本調査は以下の内容から構成されている

3 ）
。

・自社について
　Q 1 　業種
　Q 2 　売上規模
　Q16　組織文化など
・環境について
　Q 3 　製品の特徴
　Q 4 　市場の状況
　Q 5 　他社と比べた自社の特徴
・ユーザーによるイノベーションについて
　Q 6 　ユーザーの特徴
　Q 7 　ユーザーによるイノベーションの実態
・製品開発プロセスの実態
　Q 8 　市場情報の収集
　Q 9 　情報の利用状況
　Q10　発売した製品の数と成功数
　Q11　製品開発のきっかけ
　Q12　開発プロセスでの利用ツール
　Q13　開発プロセスの特徴
･ 破壊的（disruptive）イノベーションについて
　Q14　発生状況
　Q15　破壊的イノベーションの源泉と対応

3　時系列での変化

　以下では，前年との比較が可能な項目について
は，併せてグラフにまとめ，それぞれ，下記の略
号で示す。また，グラフ内の数字は2014年「製品
開発に関する調査」の結果である

4 ）
。 8 年分のグラ

フをすべて示すと煩雑になるので，2007，2010，
2014年の結果のみをグラフに表示する。これまで
の結果については，馬ら（2008），尤ら（2009），
濱 岡（2010a，2011a，2012b，2013b），濱 岡，尤

 1）　以下のように，2014年の新しい名簿から抽出
し，それに含まれていない企業を2012年，2011
年の送付先からも抽出した。
　製品開発担当者（2014年新規184社，2013年
送付先から46社，2012年送付先から48社，2011
年送付先から47社）
　研究開発担当者（2014年新規65社，2013年送
付先から 2社，2012年送付先から31社，2011年
送付先から 3社）
　関連部門長（2013年新規318社）

 2）　2010年までは11月末に送付していたが，2011
年からは， 2週間程度早めた。さらに2011年度
調査は年内を締め切りとしたが ,回答率が低か
ったため， 1月に督促のはがきを郵送した。こ
のため，2012年度からは締め切りを翌年 1月と
した。  

 3）　2010年と2011年については，ラディカル ･イ
ノベーションについての30問程度を設定した。
これとあわせて調査票の見直しを行い，2012年
からは流通経路や取引相手との関係についての
設問，一つの因子にまとまらない変数を削除し
た（濱岡，2013b）。

 4）　2006年のパイロット調査については，張育菱
ら（2007），張也ら（2007）を参照のこと。た
だし，調査項目，調査対象が大きく異なる。
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　業種ダミー，回答年度を説明変数とする。なお，
2013年度からは回答者の所属部署，社内での役職
も追加した

5 ）
。 5 段階尺度などメトリックな質問項

目については回帰分析，選択式（ 0 / 1 ）の設問
については二項ロジット分析を行った（線形トレ
ンドモデル）。ただし，調査の継続にともなって
サンプル数が増加し，トレンドが検出される傾向
が強くなってきた。このため，2012年度からは，
調査年の代わりに2007年を基準とした調査年ダ
ミーを用いて同様の推定を行った（ダミー変数モ
デル）。AICによって二つのモデルの適合度を比
較し，線形トレンドモデルの方が適合度が高く，

（2014）を参照されたい。

1）　回答企業の業種分布（図 1）
　業種の分布は比較的安定しており，「機械」「電
気機器」「化学工業」「自動車 ･自動車部品」など
の割合が高くなっている。

2）　トレンドの検定方法
　回答業種の分布が異なるため，年ごとの平均値
をそのまま比較しても，本質的な変化なのか，そ
れとも業種分布の変化によるのかを判別できない。
同一企業に長期的に回答して頂ければパネル分析
を行うことができるが， 8年ともに回答頂いた企
業はなく， 7回回答頂いた企業も 3社のみである。
年による業種の分布の影響を除去するために，こ
れまでと同様，下記のような補正を行った（濱岡　
2010a，b，2011a，b，2012a，b，2013a，b，
2014a，濱岡，尤 2014）。

図 1　回答企業の業種分布

回
答
率
（
複
数
選
択
）

注 1）　以下，トレンド係数の有意水準を各項目の先頭に併記する｡
　　　　***： 1 ％水準で有意　　　**： 5 ％水準で有意　　　*：10％水準で有意
　 2）　数字は2014年の値。各年のサンプル数は，特に注がない場合には表 1に示す通り。
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 5）　 ･  所属部署については下記のように分類した。
 　　　　 「研究開発関連（932名）」「その他（100名）」
 　　 ･ 社内での役職
  　　　 「役職無し（168人）」「係課長級（193人）」

「部長級（491人）」「所長 ･取締役級（180
人）」
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･ ユーザーとの関係の変化
　「ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加す
ることが多い。」「ユーザーや顧客と共同で製品開
発することが多い。」は上昇傾向にあり，ユー
ザーの製品開発への参加が促進している。一方で，
「インターネット上でのユーザー間での交流が活
発である。」「対面でのユーザー間の交流が活発で
ある。」などユーザー間の相互関係は低下傾向に
ある。
･ 開発プロセスでの情報収集活動の低下

　市場情報の収集について，「7.競争企業，製品
のベンチマーク」「22.オンライン ･コミュニティ
での会話のモニター」は上昇傾向にあるが「13.
製品コンセプトのテスト（コンジョイント分析な
ど）」「14.実験室での製品テスト（模擬購買など
のプリテスト ･マーケティング）」などのマーケ
ティング ･リサーチ手法の利用割合は低下傾向に
ある。同様に，「製品を開発する際には事前に多
量のニーズ情報を収集しなければならない」「製
品開発から発売までのプロセスで，さらに多くの
ニーズ情報が必要となる」「製品を開発する際に
は事前に多量の技術についての情報を収集しなけ
ればならない」「売上，シェアなどの予測は念入
りに行う。」が低下傾向にある。情報収集よりも
製品化までのスピードを重視しているためであろ
う。また，「新製品開発や新規プロジェクトテー
マについて社内公募が行われている。」「必要な人
材を集めるための社内公募制度が活用されてい
る。」も低下傾向にあり，社内公募による製品開
発が少なくなってきている。
･ 製品の複雑化

　「ユーザーがカスタマイズすることが容易な製
品である。」は低下傾向にある。これらはユー
ザー ･ イノベーションを促進すると考えられる
「技術情報の明示性」を測定するために設定した
項目であり，これらが低下していることは，ユー
ザーによるイノベーションが生じにくくなってい
ることを意味する。また，「消費者，ユーザーの
好みの変化が激しい。」「製品の差別化が難しい。」
も低下傾向にある。競合と比較した技術面での差
異を中心に差別化の評価がなされているためであ
ろう。

回答年度の係数が 0という仮説が少なくとも10％
水準で棄却された場合に， 8年間で増加もしくは
減少のトレンドがあると判定する

6 ）
。ただし，推定

されたモデルのあてはまりは低いので，他の要因
を考慮する必要があることに注意したい

7 ）
。

3 ）　トレンドのある項目
　表 2には，このようにして推定したトレンド係
数の符号と有意水準を示した。本調査では250項
目を設定したが，それらのうちトレンド変数が有
意になったのは表 2で＋もしくは－の符号がつい
ている28項目であった。回答企業は毎年入れ替
わっているが，このように安定した結果が得られ
たことは，単純集計に示すような傾向が日本企業
に共通する傾向であることを示唆している。
　この表で例えば，＋＋＋とある項目は係数が正
で 1％水準で有意であったことを示す。以下では，
トレンド係数が少なくとも10％水準で有意となっ
た項目，つまり＋もしくは－がついている項目に
注目して，大まかな傾向を指摘する。
・自社の製品，技術的強みの低下
　「他社と比べるとブランドイメージは高い。」は
ゆるやかだが低下傾向にある。自社の製品，技術
における強みの低下が危惧されている。一方，
「これまでとはまったく異なる技術に基づく製品
の発売は他社よりも速い。」は上昇傾向であり，
製品化までのスピードが評価されている。なお，
同時に行った研究開発調査では，「他者と比べて
シェアは高い。」，「他社と比べて製品の品質，機
能は高い。」「他社と比べると顧客満足度は高い。」
など，技術や製品への自己評価は上昇している
（郷，濱岡 2015）。二つの調査に回答して頂いた
のは同じ企業ではないため直接の比較はできない
が，製品開発担当者と研究開発担当者では評価が
異なる可能性がある。

 6）　線形ではなく曲線を仮定することも可能だ
が，細かい変化を示唆する理論もないため，年
度とともに減少もしくは増加するという線形ト
レンドモデルおよび，関数形を規定しないダミ
ー変数モデルを想定した。

 7）　回帰分析の場合，多くの変数について R 2は
0.1にも満たない
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表
2
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年
間
の
ト
レ
ン
ド
係
数
が
有
意
と
な
っ
た
項
目

項
　
　
　
目

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

有
意
水
準

業
種

6
．
石
油

0.
0％

1.
6％

1.
0％

0.
8％

1.
7％

1.
3％

2.
9％

3.
6％

＋
＋

14
．
自
動
車
・
自
動
車
部
品

13
.9
％

17
.7
％

21
.4
％

18
.0
％

19
.0
％

18
.5
％

19
.0
％

27
.7
％

＋
＋

21
．
商
社

2.
0％

0.
0％

2.
9％

0.
8％

0.
8％

1.
3％

4.
4％

3.
6％

＋
36
．
サ
ー
ビ
ス
業

4.
6％

4.
0％

3.
9％

6.
0％

4.
1％

2.
6％

2.
9％

0.
9％

－
6
．
そ
の
他
（
具
体
的
に

 
）
18

.5
％

19
.4
％

16
.5
％

12
.0
％

7.
4％

─
─

─
－
－
－

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
･
7
．
競
争
企
業
，
製
品
の
ベ
ン
チ
マ
ー
ク

64
.0
％
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.6
％

72
.8
％

57
.1
％
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.7
％

65
.6
％
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.0
％
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.0
％

＋
＋

リ
サ
ー
チ
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．
製
品
コ
ン
セ
プ
ト
の
テ
ス
ト
（
コ
ン
ジ
ョ
イ
ン
ト
分
析
な
ど
）
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.0
％

22
.0
％

16
.5
％
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.0
％

16
.1
％

11
.3
％

16
.1
％

11
.6
％

－
－

14
．
実
験
室
で
の
製
品
テ
ス
ト
（
模
擬
購
買
な
ど
の
プ
リ
テ
ス
ト
･
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
）

28
.7
％

29
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％
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％
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％
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.3
％
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.5
％
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.5
％

22
.3
％

－
22
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の
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の
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＋
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の
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－
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品
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で
の
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遠
隔
会
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シ
ス
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ム

38
.4
％
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.7
％
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.5
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.8
％
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.0
％
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57
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％

＋
＋
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こ
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は
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カ
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が
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マ
イ
ズ
す
る
こ
と
が
容
易
な
製
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あ
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。
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－
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ユ
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の
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。
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9
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7
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7
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9
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7
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6

－
製
品
の
差
別
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4
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─
─
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4

2.
4
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4
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ノ

対
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9
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9

2.
9
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9
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8
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7
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6

－
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─
─
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5
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7
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9
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─
─

2.
6
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6
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9
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成
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（
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に
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い
革
新
的
な
製
品

1.
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1
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－
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の
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す
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事
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収
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4
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3
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4
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3
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3

3.
3
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2

3.
3

－
－

プ
ロ
セ
ス

製
品
開
発
か
ら
発
売
ま
で
の
プ
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セ
ス
で
，
さ
ら
に
多
く
の
ニ
ー
ズ
情
報
が
必
要
と
な
る
。

3.
4

3.
3

3.
3

3.
3

3.
3

3.
2

3.
3

3.
3

－
－

製
品
を
開
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す
る
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に
は
事
前
に
多
量
の
技
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に
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い
て
の
情
報
を
収
集
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な
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な
ら
な
い
。

3.
5

3.
2

3.
3

3.
4

3.
3

3.
2

3.
3

3.
3

－
－

売
上
，
シ
ェ
ア
な
ど
の
予
測
は
念
入
り
に
行
う
。

3.
3

3.
3

3.
3

3.
4

3.
4

3.
1

3.
2

3.
3

－
－

新
製
品
開
発
や
新
規
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
テ
ー
マ
に
つ
い
て
社
内
公
募
が
行
わ
れ
て
い
る
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2.
7

2.
7

2.
5
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6

2.
8

2.
5

2.
6
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5

－
必
要
な
人
材
を
集
め
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た
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の
社
内
公
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制
度
が
活
用
さ
れ
て
い
る
。

2.
5

2.
5

2.
5

2.
5

2.
6

2.
3

2.
4

2.
3

－
－
－

注
）　
数
値
は
平
均
値
（
5
段
階
尺
度
）
も
し
く
は
回
答
率
（
○
を
つ
け
た
企
業
の
割
合
）。

 　
　
有
意
水
準
に
つ
い
て
は
，
20
07
－
20
14
年
の
8
年
間
の
デ
ー
タ
を
用
い
て
推
定
し
た
ト
レ
ン
ド
係
数
の
検
定
結
果
。

 　
　
＋
＋
＋
（
－
－
－
）：
係
数
は
正
（
負
）
で
1
％
水
準
で
有
意
　
　
　
＋
＋
（
－
－
）：
5
％
水
準
で
正
（
負
）
で
有
意
　
　
　
＋
（
－
）：
10
％
水
準
で
正
（
負
）
で
有
意
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4 　単純集計の結果

　以下では各設問について単純集計の結果を紹介
する。前述のようにしてトレンド変数が有意と
なった項目についてはグラフ中に＊を表示する。

1）　外部との関係
（ 1）　流通チャネルの利用状況（図 2）
　この項目については2012年度以降は質問してい
ないので，2007年と2011年の値を図示した。どの
ような流通チャネルを採用しているのかについて，
「貴社→消費者」「貴社→メーカー，官公庁」「貴
社→小売→消費者」「貴社→独立卸→小売→消費
者」「貴社→貴社系列卸→小売→消費者」「その
他」に分けて質問した。約半数の企業は「貴社→
メーカー，官公庁」という流通チャネルを通じて
製品・サービスの販売を行っている。回答企業が
主に機械や機器製品といった産業財を扱っている
ためであろう。
（ 2）　取引先との関係（図 3）
　この項目についても2012年度以降は質問してい
ないので，2007年と2011年の値を図示した。取引

･ 研究開発調査との比較
　同時に行った研究開発についての調査で2007年
からの 8年間でトレンド変数が有意となったのは
247項目中50項目であった。これら項目から，
「ユーザーへの評価，対応の低下」「研究開発の
オープン化の進展と限界」「経済的報酬から地位
やプロジェクト内容で報いるという研究開発にお
けるインセンティブ制度の変化」「海外での R&D

の自律化と成果向上」の一方で，「外部連携のた
めの人的交流機会の縮小」「技術や品質の強化の
一方での開発スピードの低下」など，研究開発が
困難になっている一方で，「トップによる方向性
の明示や，信頼や公正さなど組織文化の強化」が
進行していることがわかった（郷，濱岡 2015）。
製品カテゴリの特徴，競合他社と比べた自社の強
み，企業理念や組織文化についての項目は，二つ
の調査でほぼ共通である。研究開発担当者が自社
の製品や技術，組織への評価を高める傾向にある
のに対して，製品開発担当者にはこれとは逆の傾
向がある。市場により近い立場であるためかもし
れない。これを確認するには，同じ企業に限定し
て比較する必要がある。

図 2　流通チャネルの利用状況
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図 3　取引先との関係
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図 4　製品カテゴリの特徴

3.7

3.0

2.4

3.7

3.1

4.2

3.8 3.8

3.2

2.2 2.02.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

消
費
者
向
け
の
製
品
で
あ
る
。

ス
ペ
ッ
ク
，
仕
様
な
ど
で
製
品
の
特
徴
が

十
分
に
わ
か
る
製
品
で
あ
る
。

イ
メ
ー
ジ
，
感
触
な
ど
が
重
要
な

製
品
で
あ
る
。

顧
客
も
ニ
ー
ズ
を
明
確
に
表
現

し
に
く
い
。

多
数
の
素
材
，
部
品
，
要
素
か
ら

構
成
さ
れ
る
。

用
途
は
多
様
で
あ
る
。

標
準
化
さ
れ
た
部
品
，
素
材
を

利
用
で
き
る
。

部
品
や
素
材
だ
け
で
な
く
，
生
産
な
ど
の

ノ
ウ
ハ
ウ
が
重
要
で
あ
る
。

製
造
方
法
や
製
品
の
特
徴
な
ど
を
客
観
的

な
言
葉
で
表
現
で
き
る
。

特
許
の
取
得
や
，
そ
れ
に
よ
る
保
護
が

重
要
な
製
品
で
あ
る
。

使
っ
て
み
な
い
と
良
さ
が
わ
か
ら
な
い

製
品
で
あ
る
。

製
品
を
使
い
こ
な
す
に
は
か
な
り
の

努
力
が
必
要
。

***
ユ
ー
ザ
ー
が
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
す
る

こ
と
が
容
易
な
製
品
で
あ
る
。

技
術
情
報
を
ユ
ー
ザ
ー
が
利
用
で
き
る

よ
う
に
な
る
こ
と
は
極
め
て
難
し
い
。

ユ
ー
ザ
ー
が
開
発
し
た
り
，
カ
ス
タ
マ
イ
ズ

す
る
た
め
の
情
報
や
ツ
ー
ル
は
簡
単
に

入
手
で
き
る
。

平
均
値
（
5
段
階
尺
度
）

注）　「消費者向けの製品である。」は2013年から設定した。2012年度以降「用途は多様である。」「製品を使いこ
なすにはかなりの努力が必要。」「技術情報をユーザーが利用できるようになることは極めて難しい。」は削
除した。
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摘されているが（von Hippel and Katz 2002），「ユ 

ーザーが開発したり，カスタマイズするための情
報やツールは簡単に入手できる。」「ユーザーがカ
スタマイズすることが容易な製品である。」はと
もに平均値が低くなっており，提供が遅れている
ことがわかる。
　時系列でみても「ユーザーがカスタマイズする
ことが容易な製品である。」は低下傾向であり，
技術的な複雑性が高まっていることが推察される。
（ 2）　市場の状況（図 5）
　市場の状況については，Porter（1982）の枠組
みを参照して市場の変化，競争，供給者，ユー
ザー・消費者についての項目を設定した。全体と
しては，価格競争が激しく，利益を確保するため
に，新製品の投入が必要であることがわかる。時
系列では「消費者，ユーザーの好みの変化が激し
い。」「製品の差別化が難しい。」が低下傾向にあ
る。前述のように技術的には高度化しており，技
術面での差別化が中心になっているためであろう。

3）　競合他社と比べた自社の強み（図 6）
　競合との競争の激しさを意識している企業が多
かったが，ここでは競合他社との詳細な比較を

先との関係を 5段階尺度で回答してもらった。
「取引先はほぼ決まった相手である。」「取引先と
は長期的・継続的な取引関係が確立している。」
といった取引先との信頼関係の質問については平
均値が高いままである。「親会社や子会社との取
引が売上の大きな部分を占めている。」に対して
は2.0という低い値であり，グループ内の取引よ
り，外部企業との取引が中心となっていることが
わかる。

2）　製品と市場の状況
（ 1）　製品カテゴリの特徴（図 4）
　「部品や素材だけでなく，生産などのノウハウ
が重要である。」だけでなく「特許の取得や，そ
れによる保護が重要な製品である。」も比較的高
くなっている。前者はノウハウなど伝達しにくい
知識であり，情報の暗黙性の高さを示す。後者は
特許によって明示された知識であり，情報の明示
性を示す。これらがともに高いということは，生
産プロセス，製品の機能ともに独自性の保護が重
要であることを意味する。
　ユーザー・イノベーションを促進するために
ツールキットを提供することが重要であると指 

図 5　市場の状況
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客の利用状況などの実態を把握できる方法の実施
率が高まる傾向にある。
（ 2）　情報の利用，共有（図 8）
　「収集した情報を十分に検討している。」「潜在
的なニーズも把握する。」の平均値は比較的高く，
収集したデータはある程度利用されている。情報
共有については，自社内，親会社や子会社，他社
に分けて質問したが，「企業間の共同研究によく
参加する」は低くなっており，共同研究は他と比
べると行われていないことがわかる。

5）　製品開発
（ 1）　新製品の開発数（図 9 a，b）
　新製品の開発数について，総数および，新製品
の革新性を考慮して，「これまでの製品の改良，
アイテムの追加など」「大規模なモデルチェンジ，
新ブランドの追加など」「これまでにない革新的
な製品」に分けて回答してもらった。
　 1社当りの新製品の総数の平均は45.4である。
「これまでの製品の改良，アイテムの追加など」
が27.3であるのに対して，「大規模なモデルチェ
ンジ，新ブランドの追加など」は7.6，「これまで

行った。「他社と比べて製品の品質，機能は高
い。」「他社と比べると顧客満足度は高い。」「他社
と比べて優れた技術をもっている。」の平均値は
高く，技術や品質については優位性があると評価
している。しかし，「他社と比べるとブランドイ
メージは高い。」は時系列では低下傾向である。

4）　情報の収集と利用
（ 1）　市場情報の収集（図 7）
　「営業担当者を通じた情報収集」「競争企業，製
品のベンチマーク」「顧客の利用／消費現場への
訪問，観察」「お客様窓口からの情報集約」など，
日常の業務を通じた活動からの情報収集が行われ
ていることがわかる。これらに比べると，定量，
定性的なマーケティング・リサーチの実施割合は
比較的低い。
　時系列では，「13.製品コンセプトのテスト（コ
ンジョイント分析など）」「14.実験室での製品テ
スト（模擬購買などのプリテスト・マーケティン
グ）」が低下傾向にある一方，「7.競争企業，製品
のベンチマーク」「22.オンライン・コミュニティ
での会話のモニター」など，比較的低コストで顧

図 6　競合他社と比べた自社の強み
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図 7　市場情報の収集
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図 8　情報の利用，共有
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図 9 a　新製品の開発数
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図 9 b　新製品の成功数
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がはずれ値として，この集計からは除外した。

057-080_三田商_58-3-04_濱岡豊・郷香野子_2段組_Pr6N.indd   68 15/10/20   16:51



製品開発に関する調査2014 69

の提案活動はあまり活発ではないことがわかる。
これらについては，時系列での変化はみられない。
（ 3）�　導入されている製品開発のツール（図11）
　製品開発がどのように行われているかを知るた
めに，用いるツールについて質問した。「CAD

（コンピュータによる設計）」「CAE（コンピュー
タ上での試作，シミュレーション）」は半数程度
の企業で用いられている。ただし，「試作品の作
成による外観などのチェック」「試作品の利用に
よる問題発見」も 7割の企業で行われており，情
報化は進んでいるが，試作品も重要であることが
わかる。時系列では，「遠隔会議システム」の利
用は増加傾向にあり，これらインフラの導入が進
みつつある。
（ 4）　製品開発のプロセス（図12a，b）
　製品開発プロセスについては，開発の進め方，
開発中のニーズ情報および技術情報の利用状況，
開発のための組織（メンバーの役割分担やリー
ダー），手順，期限や目標の設定などについて質
問した。
　Clark and Fujimoto（1991）は日本の自動車企

にない革新的な製品」は0.9となっており，革新
的な製品の開発の難しさがわかる。また，それぞ
れのうち成功したものの数は，発売したものの半
分程度であることがわかる。時系列でみても「こ
れまでにない革新的な製品」の成功数が低下傾向
にあることから，消費者に受容される革新的な製
品の開発が困難化していると考えられる。
（ 2）　製品開発のきっかけ（図10）
　2008年以降，新製品開発のきっかけについて質
問している。「消費者，顧客ニーズの変化，それ
への対応」「競合相手への対抗」「消費者，顧客か
らの要望／提案」「営業／販売現場からの要望」
などが特に高くなっており，開発者以外からの要
望が開発のきっかけとなることが多いようである。
　一方，「規制緩和」「流行や計画的な陳腐化を行
うため」「生産現場（工場稼働率向上のため）」が
低いことから，開発はこれらの環境の変化や社内
外の要請に対応するために行われるわけではない
ことがわかる。また，「社内での公募など公式な
提案」と「社員の思い入れや熱意など非公式な提
案」の両項目が低いことから，社内での新製品へ

図10　製品開発のきっかけ
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図11　導入されている製品開発のツール
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図12a　製品開発のプロセス（その 1）

平
均
値
（
5
段
階
尺
度
）

顧
客
か
ら
の
発
注
に
も
と
づ
く
，

受
注
生
産
で
あ
る
｡

開
発
は
逐
次
的
に
進
め
，
前
の
段
階
の

作
業
が
終
了
す
る
ま
で
次
に
は
進
め
な
い
。

開
発
は
様
々
な
作
業
を
並
行
し
て
進
め
る
｡

研
究
開
発
，
生
産
，
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ

な
ど
，
関
連
す
る
部
門
か
ら
な
る
チ
ー
ム

を
編
成
す
る
｡

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
メ
ン
バ
ー
は
複
数
の
役
割

を
果
た
し
て
い
る
｡

研
究
開
発
と
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
の
両
方
に

通
じ
て
い
る
者
が
多
い
｡

リ
ー
ダ
ー
は
開
発
か
ら
発
売
に
至
る
ま
で

責
任
と
権
限
を
持
っ
て
い
る
｡

リ
ー
ダ
ー
は
開
発
か
ら
発
売
に
至
る
ま
で

の
多
様
な
分
野
の
知
識
を
持
っ
て
い
る
｡

開
発
の
手
順
は
明
文
化
さ
れ
て
い
る
｡

開
発
の
各
段
階
で
何
を
す
べ
き
か
細
か
く

決
め
ら
れ
て
い
る
｡

製
品
の
コ
ン
セ
プ
ト
づ
く
り
の
段
階
か
ら

消
費
者
，
ユ
ー
ザ
ー
に
評
価
し
て
も
ら
う
｡

試
作
品
を
ユ
ー
ザ
ー
に
使
っ
て
も
ら
っ
て

仕
様
を
確
定
す
る
｡

開
発
の
初
期
段
階
か
ら
生
産
計
画
も

考
慮
す
る
｡

開
発
の
初
期
段
階
か
ら
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
や

販
売
計
画
も
考
慮
す
る
｡

3.3

2.9

3.8

3.3

3.8

2.8

3.2 3.3

3.6
3.5

2.9

3.1

3.4

3.6

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

2007 2010 2014

057-080_三田商_58-3-04_濱岡豊・郷香野子_2段組_Pr6N.indd   70 15/10/20   16:51



製品開発に関する調査2014 71

　「試作品をユーザーに使ってもらって仕様を確
定する。」と比べて「製品のコンセプトづくりの
段階から消費者，ユーザーに評価してもらう。」
の平均値は低く，早期からの参加は未発達のよう
である。
　「売上や利益などの目標を明確に定める。」だけ
でなく「発売した後も，売上目標をクリアしてい
るか追跡調査をする。」といった形で発売後につ
いてもフォローしている。ただし，「発売した後
も，定期的に広告などの追跡調査をする。」の平
均値は低くなっており，最終的な目標については
フォローしているものの，それに至るマーケティ
ング・ミックスレベルでの追跡が行われていない
ことがわかる。時系列では，「製品を開発する際
には事前に多量のニーズ情報を収集しなければな
らない。」「製品開発から発売までのプロセスで，
さらに多くのニーズ情報が必要となる。」「製品を
開発する際には事前に多量の技術についての情報
を収集しなければならない。」「売上，シェアなど
の予測は念入りに行う。」など外部の情報収集が
低下傾向にある。

業の開発体制の特徴として，複数の作業が並行し
て行われる「コンカレント開発」，メンバーが複
数の機能を果たす「多重の役割分担」，多岐にわ
たる分野についての知識と権限をもつ「重量級プ
ロジェクト・リーダー」などを挙げている。
　「開発は様々な作業を並行して進める。」「プロ
ジェクトメンバーは複数の役割を果たしている。」
が高くなっており，同時に複数の作業が進められ，
かつ一人が複数の役割を果たすというコンカレン
ト型の開発が行われていることがわかる。一方，
「リーダーは開発から発売に至るまでの多様な分
野の知識を持っている。」と比べると，「リーダー
は開発から発売に至るまで責任と権限を持ってい
る。」は低くなっており，権限は比較的与えられ
ていないようである。「開発の初期段階から生産
計画も考慮する。」「開発の初期段階からマーケ
ティングや販売計画も考慮する。」というフロン
トローディング型の開発（Thomke and Fujimo-

to 2000）であることもわかる。ただし，「研究開
発とマーケティングの両方に通じている者が多
い。」の平均値は低い。これら日本企業の開発の
特徴，強みが失われつつあるのかも知れない。

図12b　製品開発のプロセス（その 2）
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「ユーザーに新製品の発売や使い方などについて
の情報を提供している。」「ユーザーに製品の技術
を提供している。」など，自社からユーザーに与
えるだけでなく，「ユーザーからの苦情や喜びの
言葉が伝えられることが多い。」「ユーザーからの
新しい製品についての提案が多い。」も高いこと
から，自社とユーザーとが相互作用していること
がわかる。さらに，「ユーザー間での交流」「貴社
とユーザーとの交流」ともにインターネットより
も，対面での交流が活発であることがわかる。こ
のように多様な主体が「共進化（濱岡 2002，
2004，2007）」していることがわかる。一方で，
時系列では「ユーザー間での交流」は低下傾向で
あった。ユーザーによるイノベーションへの意識
が高まる中で，企業とユーザーの相互関係は認識
できるものの，ユーザー間の相互関係は築けてい
ないと感じるようになったためかも知れない。
　2009年から追加した製品開発への顧客参加につ
いての設問を見ると，「ユーザーや顧客が製品開
発プロセスに参加することが多い。」「ユーザーや
顧客と共同で製品開発することが多い。」は時系

6） 　ユーザーおよびユーザー・イノベーション
（表 3，図13）
　von Hippel （1988）は，科学計測機器や産業財
について，ユーザー企業がイノベーションの源泉
となっていることを示した。その後，オープン
ソース・ソフトウエアやスポーツなど，より一般
的なユーザーがイノベーションの源泉となること
が示されている（von Hippel 2005）。
　ユーザー・イノベーションの発生について，
「（貴社の業界では）ユーザーが実際に新しい製品
を実現することがある。」と，別の設問として，
「貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイ
ノベーションの源泉となったりすることはありま
すか ?」という設問を設定した（表 3）。
　それぞれ 5段階であるが，業界で広く考えると
2割弱，自社の顧客に限定しても10％以上がユー
ザーによるイノベーションの発生を認知している。
　実際，「優れた知識を持つユーザーが多い。」
「優れた技術をもつユーザーが多い。」「極めて先
進的なニーズをもつユーザーがいる。」など，
ユーザーへの評価は比較的高くなっている。

（a）ユーザーが実際に新しい製品を実現することがある。
1.まったく
そうではない

2.そうでは
ない

3.どちらとも
いえない

4.そうで
ある

5.まったく
そうである 4＋ 5 N

2007 10.0 34.7 34.0 19.3 2.0 21.3 150
2008  9.8 26.0 43.9 18.7 1.6 20.3 123
2009 13.6 35.0 35.9 14.6 1.0 15.6 103
2010 14.7 33.3 27.9 21.7 2.3 24.0 129
2011 13.2 36.4 28.1 21.5 0.8 22.3 129
2012 16.8 34.9 26.8 19.5 2.0 21.5 149
2013 16.8 31.4 31.9 19.8 1.7 21.5 137
2014 14.3 32.1 31.2 22.3 0.0 22.3 112
全体 　13.6％ 　32.9％ 　31.9％ 　20.1％ 　1.6％ 　21.7％ 1032社

（b）貴社のユーザーが，新しい製品をつくったりイノベーションの源泉となったりすることはありますか ?
1.まったく
そうではない

2.そうでは
ない

3.どちらとも
いえない

4.そうで
ある

5.まったく
そうである 4＋ 5 N

2007 33.1 28.5 30.4  7.3 0.7  8.0 151
2008 14.5 36.3 33.1 15.3 0.8 16.1 124
2009 17.5 42.7 28.1 10.7 1.0 11.7 103
2010 15.8 39.1 31.6  9.8 3.8 13.6 133
2011 14.0 52.1 25.7  6.6 1.7  8.3 133
2012 24.8 43.0 19.5  9.4 2.7 12.1 149
2013 27.7 35.8 20.5 13.1 2.9 16.0 137
2014 16.1 50.0 23.2  8.0 2.7 10.7 112
全体 　21.2％ 　40.4％ 　26.3％ 　10.0％ 　2.0％ 　12.0％ 1042社

＊）　2007年は，具体的にどのようなイノベーションかを記述してもらった。他の年と傾向が異なるのは，そのためだと考
えられる。

表 3　ユーザー ･イノベーションの発生に関する設問
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るコンセンサス重視を指摘した。ここでも「組織
の調和，コンセンサスが重視されている。」が高
くなっているが，「個人の主体性が重視されてい
る。」も比較的高くなっており，単に集団志向で
あるのではなく，社員個人の能動性が重視されて
いることがわかる。
　また，「貴社は顧客や取引先から信頼されてい
る。」「貴社は社会からも尊敬されている。」の 2
項目の平均値は高く，自社を信頼されている企業
であると評価していることがわかる。

5　ラディカル･イノベーションの規定要因

　Slater et al.（2010，2014）は，ラディカル ･イ
ノベーションを創出する能力（radical innovation 

capability）の重要性を指摘している。2010‒2011
年度はその共著者である Sengupta教授（San 

Francisco State University）と共同研究すること
となり，これについての項目を設定した。まず，
ラディカル ･イノベーションについては次のよう

列で増加傾向にあり，ユーザーが製品開発に参加
するケースが多くなってきている。しかし，
「ユーザーに開発ツールを提供している」は低く
なっていることから，ケースや意識の高まりに対
してユーザー・イノベーションを促進させるよう
なツールキットの自社ユーザーへの提供は遅れて
いる。

7）　企業理念や組織文化（図14）
　企業全体について，リスク志向，社内での公募，
マーケティング行動や顧客対応の一貫性，経営の
方向性とその共有，長期的志向，社内でのコミュ
ニケーション，社会への貢献，社会からの信頼に
ついて回答してもらった。
　「経営の方向性をトップが明確に示している。」
「経営の方向性を社員が意識している。」がともに
高くなっている。日本企業の特徴として，本部の
戦略の不在と現場の強さが指摘されるが，そのよ
うな見方に疑問を投げかける結果である。加護野
ら（1983）は日本企業の特徴として集団志向によ

図13　ユーザーおよびユーザー ･イノベーション
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注）　「ユーザーや顧客が製品開発プロセスに参加することが多い。」「ユーザーや顧客と共同で製品開発すること
が多い。」は，2009年から設定した項目である。
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　これらのうち，ラディカル ･イノベーション能
力についての調査項目は，その後も設定してある
ので，2010‒13年のデータを用いて，これの規定
要因についての分析を行った（濱岡 2014b）。こ
こでは，その概要を紹介する。

1）　ラディカル ･イノベーション能力
　ラディカル ･イノベーションを創造する能力を
測定するために，Tellis et al. （2009）を参照して
以下の 3項目を設定した。
「 既存製品とはまったく異なる製品を発売す
ることが多い。」

「 これまでとはまったく異なる技術に基づく
製品の発売は他社よりも速い。」

「 既存製品とラディカルに異なる製品を投入
することはほとんどない。（逆転項目）」

　日本企業の強みはプロダクト ･イノベーション
ではなく，プロセス ･イノベーションによるコス
ト低減や漸次的的改善にあるといわれる。 3項目

に定義した（Leifer et al. 2000; Slater et al. 2010，
2014）。

　「ラディカルイノベーションとは，新技術
に基づき，性能の大幅な向上，コストの大幅
な削減，革新的な用途，市場もしくは，ビジ
ネスモデルにつながるようなイノベーション
のことを指します。」

　このような製品の導入数，売上に占める割合，
そのパフォーマンス，後述する「ラディカル ･イ
ノベーション能力」についての項目を設定した。
2年間分の回答を合算した結果，自己評価ではあ
るが，55.6％の企業が過去 3年以内にラディカル
･イノベーションを導入したことがあると回答し
た（濱岡 2012b）。それらは先端的な技術を導入
したものであり，顧客や競合の不確実性が高いた
め，必ずしも成果には結びついていないことがわ
かった。

図14　企業理念や組織文化

2007 2010 2014
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環境要因は不確実性に影響し，ラディカル・イノ
ベーションの能力を高める必要性を高めると考え
られる。「需要変化」「競争」が典型的な変数であ
る。イメージなどではなくスペックが明示されて
いる製品の方が，性能の向上などを評価しやすく
なると考えられる。よって，「製品の客観性」も考
慮する。
･ 情報，知識獲得要因

　Slater et al. （2014）では情報を獲得，学習する
プロセスが考慮されていない。ラディカル・イノ
ベーションを行うためには，情報もしくは知識が
必要となり，それを獲得することは極めて重要で
ある。ここでは，「系列内」「系列外」との情報共
有／共同研究，および「リードユーザー」の存在
を考慮する。
･ 組織学習要因

　能力は先天的な部分もあるが，それを獲得もし
くは向上させるためには，組織として学習する必
要がある。本研究では，「投入した製品の追跡調
査」「過去の開発情報の蓄積」「開発，投入プロセ

の分布をみると，いずれもラディカル ･イノベー
ション能力が低いと回答する企業の方が多かった
（濱岡 2012b）。2010‒13年についても，その傾向
は変わらず，そうであると回答した企業は10‒
20％程度となっている（図15）。

2） 　ラディカル ･イノベーション能力の規定要
因についての理論的枠組み

　ラディカル ･イノベーション能力の規定要因に
ついての理論的枠組みを示す（図16）。これは
Slater et al. （2014）の理論に「環境要因」「情報，
知識獲得要因」「組織学習要因」を加えたもので
ある。それぞれ要因には，さらに以下の変数が含
まれている。
･ 環境要因

　イノベーションを漸進的 incrementalイノベー
ションとラディカル・イノベーションに対比させ
ると，後者の方が技術および市場に関する不確実
性が高いことが指摘されている（Song and 

Thieme, 2009; O’Connor et al. 2005, 2006, 2013）。

図15　ラディカル ･イノベーション能力についての 3項目の分布
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･ 環境要因
　「需要変化」「製品の客観性」は正，「競争」は
負で有意となった。ニーズが変化しやすい市場ほ
どラディカル ･イノベーションのチャンスがある
といえる。また，製品が客観的であるほど，性能
改善の方向性などが明らかになり注力しやすくか
つ，ユーザーにも性能改善などが明確にわかりや
すいためであろう

8 ）
。

･ 情報，知識獲得要因
　これについては，「系列内」「系列外」「リード
ユーザーの存在」を設定したが，いずれも有意と
はならなかった。ただし，「技術能力」について
は「リードユーザー」が正となっている。「ラ
ディカル ･イノベーション能力」と「技術能力」
には正の高い相関があったことを考えると，これ
らは「ラディカル ･イノベーション能力」に直接

スのレビュー」を考慮する。
･ 技術能力等の類縁概念

　ラディカル・イノベーション能力は，（自社の）
技術能力や製品開発パフォーマンスなどと関連し
ていると考えられる。それらと比較する。

3）　分析方法と分析結果
　企業の能力などは直接，観測できない概念であ
るため，各概念ごとに 1 ‒ 3 項目を設定し，それ
らの関係を分析する構造分析モデルを用いること
とした。Song and Parry （1997）は，客観的な指
標と主観的な指標の相関が高いことを示しており，
このような方法は妥当である。紙幅の都合上，省
略するが各概念の測定項目，α係数は若干低いも
のもあるが，概ね妥当であった。
　「ラディカル・イノベーション能力」「技術能
力」「製品開発のスピード」「製品の革新性」を従
属潜在変数とした 4つの構造方程式モデルを推定
した（表 5）。いずれもRMSEAは0.05程度であり，
良好なあてはまりとなった。それぞれの推定結果
は以下の通りである。

図16　本研究での理論枠組み

注）　二重枠線は新たに追加した要因｡
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 8）　製品の客観性は下記の二項目で測定した。
 　　「スペック，仕様などで製品の特徴が十分に
わかる製品である。」

 　　「製造方法や製品の特徴などを客観的な言葉
で表現できる。」
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「開発プロセスでの情報収集活動の低下」「製品の
複雑化」などの問題が重要化していることがわ
かった。厳しい環境の下で，情報共有，柔軟な開
発プロセス，優秀なユーザーとの連携といった日
本企業の強みであった特徴が失われつつあるのか
もしれない。
　また，本研究ではラディカル ･イノベーション
能力の規定要因についての理論的枠組みを提案し，
設定した仮説を検定した。その結果，ラディカル
イノベーション能力は「技術的能力」と相関は高
いものの，独立した要素をもつことがわかった。
また，「環境要因」「組織学習要因」「組織要因」
によって有意に説明されることがわかった。本研
究によってラディカルイノベーションの理論的枠
組みが提案され，実証されたと考える。ただし，
実証については 4年間分のデータをプールして分
析を行った。組織学習要因が有意となったことか
らも，パネルデータ分析など，動的なプロセスを
考慮した分析を行う予定である。
　今後，製品開発パフォーマンスの規定要因につ
いての分析や，財務データと関連づけた分析も行
う予定である。
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作用するのではなく，「技術的能力」を介して作
用すると考えるべきだろう。
･ 開発プロセス要因

　「ニーズ情報収集」「重量級リーダー」「開発プ
ロセスの公式化」「プロジェクトの社内公募」，い
ずれも10％水準では有意とならなかった。
･ 組織学習要因

　「投入した製品の追跡調査」は有意とはならな
かったが，「過去の開発情報の蓄積」「開発，投入
プロセスのレビュー」はいずれも正で有意となっ
た。「投入した製品の追跡調査」という部分的な
学習だけでなく，「開発，投入プロセスのレ
ビュー」というしっかりとした学習を行うことが
有用であるといえる。
･ 組織要因

　「リスク志向」は，正で有意となった。イノ
ベーションの導入には不確実性が伴い，それを受
け入れる組織文化が重要であるといえる。一方，
「社内での相互支援」「トップダウンの戦略共有」
については有意とはならなかった。

4）　類縁概念との比較
　「ラディカルイ・ノベーション能力」と「製品
の革新性」は有意となった変数が類似しており，
これらの相関が高かったことを裏付ける結果と
なった。前述のように，情報，知識獲得が技術能
力を高め，ラディカル・イノベーション能力を高
めるといった関係があると考えられる。

　

6　まとめ

　本稿では，2014年11月に行った「製品開発につ
いての調査」に関して，2007年からのトレンドの
有無を検定し，単純集計の結果をまとめた。まず，
回答企業の分布などが異なり， 8年とも継続して
回答した企業はないのにも係わらず，設定した
250項目のうち，有意なトレンドがあったのは28
項目のみであった。このことは，ここに紹介した
結果が広く日本企業に共通する傾向であることを
意味している。
　一方，変化した項目からは，「自社の製品，技
術的な強みの低下」「ユーザーとの関係の変化」
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